
年度　2次評価（基本施策評価）シート

役 割 分 担 の 妥 当 性
公教育の充実は、教育行政の責務であると考える。しかし、保護者・地域や関係機関との連携を図ることにより、進捗
の度合いが早くなり、充実した結果も得ることができる。
福祉・人権に関わる町内の部局とも密接に連携し、進めていく。

10.0
年間３０日以上欠席した児童生徒の割合（１，００
０人あたりの不登校児童生徒数）

岩嵜　清悟
教育委員会学校教育課長

4
総 合 評 価

（今後の方向性、事業
の見直しについて等）

746

（ 以 下 続 紙 ）

231,091

学力向上推進事業

指 標 の 説 明

「個性を伸ばし、夢を追い求められる教育を進めるには、教育内容に関わる事業と教育環境に関わる事業を適切に推
進していくことが必要である。
教育内容に関わる事業では、「伊賀市の子どもたちの学力向上」に向けての取組を重点とすることによって、他の事業
の内容を見直し、限られた予算を効率的に執行していく。
学力の保障はまさに子どもたちにとって将来の夢の実現に向かう進路保障の取組そのものとなる。とりわけ経済的・家
庭的状況の厳しい子どもたちや特別に支援を要する子どもたち、外国籍の子どもたちなど社会的に厳しい状況に置か
れている子どもたちの教育を保障する事務事業については、子どもたちへの直接的な支援につながるよう事務費を見
直していく。
学校施設は、児童生徒が１日の大半を過ごす生活の場であるとともに、地域住民の避難場所でもあることから、耐震力
のない施設については、計画的に耐震補強工事を行い、安全・安心な学校環境の充実を図っていく。
校区再編については、学校規模の適正化の観点から再編計画に添って進めて行くが、保護者や地域の意向も検討し
ながら弾力的に推進していく。

評 価 責 任 者
（基本施策主管課長）

基 本 施 策 名 31 個性を伸ばし、夢を追い求められる教育を進める
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85.0
基 本 施 策指 標の 分析

平成２４年６月に実施した標準学力検査結果は、ほぼ昨年と同じ状況になった。学力の向上には教職員の資質の問
題や子どもたちのなかまづくりの課題など様々な要因が考えられるが、これらの課題を関連づけながら取り組むことに
よって子どもたちの学力の向上が図られていく。また、昨年度作成した家庭学習の手引きを効果的に活用し家庭との
連携も図りたい。

2
事 業 構 成 の 適 当 性
（手段として最適か？）

基本施策の目標を達成するためには、様々な事務事業が必要となるが、その指標を「児童生徒の学力の向上」に置く
ことにより、他の事業内容の見直しを具体的に進めることができる。
安全・安心な学校環境を図っていくためには、耐震化が必要である。また、児童生徒の教育環境の充実を図っていく
ためには、校区再編は妥当と考えます。

上野、阿山、伊賀

全国を１００としたときの指数
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参考 満足度（満足意識）

評 価 コ メ ン ト
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％ 83.8 115.0
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基本施策
貢献順位

人 10.9 11.5

4.0 4.0
100.0

事 業 費 （ 人 件 費 込 、 単 位 ： 千 円 ）

H25　所要額担 当 課 Ｉ Ｄ H23　決算額 H24　予算額

基 本 施 策 を 構 成 す る 事 務 事 業 名 改善余地
の有無事 業 名

2

98.5 103.0

0.0
103.0

10

77.9

明るい未来の希望を育むまちづくり

市民意識調査によると、伊賀市の施策の中では、本基本施策の必要性は８５．
５％と高いが、満足度は１７．９％という結果となった。さまざまな取組を進めてい
るにもかかわらず、市民の満足度が低くなっている。子どもたちの未来を保障す
る教育を充実し、市民の満足度を高める評価につなげていかなければならな
い。

①伊賀市が独自に実施した標準学力検査の結果によれば、児童生徒の学力状況は昨年度全国を上回り徐々に向上している。
本年６月に実施した検査では、昨年度とほぼ同じ状況となった。継続して向上させていくこと、「活用の力」をつけていく等課題で
ある。
②全国的には減少傾向にある不登校児童生徒数が横ばいとなっている。関係機関と連携した早期対応が求められている。
③今後も外国籍児童生徒の増加が認められるなか、日本語指導や学力・進路を保障する教育を進める体制が十分に整っていな
い。
④特別に支援を要する児童生徒が増加している。保護者の要望も多様化する中、一人ひとりのニーズに応じた個別の支援を行う
には体制が十分と言えない。
⑤児童生徒の減少により、今後ますます複式学級が増加するなど適正な学校規模を維持できなくなっていく。
⑥耐震診断結果が基準値を下回る学校があり、早急に安全対策等の措置を講ずる必要がある。

％

② 左 記 結 果 に 対 す る 現 状 分 析 ・ 市 民 と の 協 議 結 果
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①

基本施策の体系
基本目標

政　　策

生 活 課 題 子どもが将来の夢をはっきり持っている 生活課題に対する満足度
Ｈ ２ ７ 目 標 値

50.0

意欲

教育委員会
学校教育課

3

4
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6

7

8

9

教育委員会
学校教育課
教育委員会
学校教育課

745

26,727

742 英語指導助手招へい経費 有 30,520

740 教育振興一般経費 有

743

28,911 28,911

741 不登校児童生徒支援事業 無 7,593 7,429 7,429

キャリア教育推進事業 有

5

32,012 32,012

3,886 1,950 1,950

外国人児童生徒支援事業 有
教育委員会
学校教育課

12,471 15,167 14,967

4

1,800 12,425 12,425

12,926 6,735 6,735

特色ある学校教育推進事業 有

有人権同和教育推進事業

3有 8,766 5,338 5,338

事 業 主 体 事 業 内 容 等

2,640,299事 業 費 合 計 380,117

1 耐震化率

教育に対する市民の期待に応えていくためには、教育内容の充実と教育環境の整備の両面から進めていくことが必要である。
　教育内容については、「学力の向上」「人権・同和教育の充実」「キャリア教育の推進」を柱として進めていきます。
　教育環境に整備については、「安全・安心な学校環境の整備」「校区再編」を柱として進めていきます。
そのために
①伊賀市における児童生徒の学力状況を分析し、向上に向けた施策を着実に進めていきます。
②問題行動の未然防止や不登校児童生徒の減少に向けて相談体制の充実を図っていきます。
③特別に支援を要する児童生徒一人ひとりのニーズに応じた個別の支援体制を充実していきます。
④教職員の研修の拠点として伊賀市教育研究センターの研修及び調査研究機能を強化充実していきます。
⑤校区再編計画を推し進めることにより、学校規模の適正化を図っていきます。
⑥耐震不足校舎等の耐震補強工事を行うことにより、安全・安心な学校環境の充実を図っていきます。

基 本 施 策 指 標 名
単
位

過 年 度 実 績

H22 H23

評価年度

2
到達度診断テスト結果
の全国比較（小学校：
国、算）

3
校区再編計画の策定
地区数

4
不登校児童生徒の割
合

5
障がい児学級介助員
（生活学習支援員）

必要予測数

外国籍児童生徒支援
教員の配置人数

必要予測実施校（２５年以降は校区再編により学
校数減少）

小中学校の学校数

必要予測実施校実　績 人 3.0

学校教育課

H25 H27

95.085.2

事 業 名

744

教育委員会 734

目 標 値

学校教育課

教育委員会

教育委員会
学校教育課
教育委員会
学校教育課
教育委員会

15,752 13,352

私立幼稚園等振興助成費 有 1,630 1,630

教育総務課

1,630
教育総務課
教育委員会 735 奨学金等支給経費 有 13,682

基本施策の現状分析及び意図

⑤  基本施策指標（総合計画数値目標）

⑥  基本施策構成事務事業の評価

⑦　⑥以外で、目標達成に必要な事業（総合計画実施計画の期間内に実施を予定する事業）

⑧　基本施策の現状分析に基づく改革案の説明
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年度　2次評価（基本施策評価）シート　　

⑤　基本施策指標（総合計画数値目標）（続紙）

平成 24 基本施策番号 31

基 本 施 策 指 標 名
単
位

過 年 度 実 績 評価年度 目 標 値
指 標 の 説 明

H22 H23 H24 H25 H27

9 発達相談員
目　標 人

％

1.0 1.0 1.0 1.0 1.0
必要数実　績 人 1.0

達成率 0.0 100.0

10
小学校における職場
体験・ボランティア活動
等の体験活動実施校

目　標 学校数 22.0 22.0 25.0 22.0 22.0
全小中学校で実施実　績 学校数 25.0

達成率 ％ 0.0 113.6

11
適応指導教室の指導
員数

目　標 人 5.0 5.0 5.0 5.0 5.0
必要数実　績 人 4.0 4.5

達成率 ％ 80.0 90.0

12 教育活動サポーター
目　標 人 29.0 29.0 29.0 33.0 33.0

全幼小中学校へ各１名配置実　績 人 29.0 29.0
達成率 ％ 100.0 100.0

13
保護者・地域住民・生
徒の人権ネットワーク
の構築(中学校区)

目　標 学校数 11.0 11.0 10.0 10.0 10.0
全中学校区で構築実　績 学校数 11.0 11.0

達成率 ％ 100.0 100.0

14 学校給食実施学校数
目　標 学校数 36.0 36.0 35.0 32.0 32.0

全小中学校で実施実　績 学校数 36.0 36.0
達成率 ％ 100.0 100.0

目　標
実　績
達成率 ％ #DIV/0! #DIV/0!
目　標
実　績
達成率 ％ #DIV/0! #DIV/0!

目　標
実　績
達成率 ％ #DIV/0! #DIV/0!

19
スクールバス運行路線
数

目　標 路線数 22.0 24.0 27.0 28.0 28.0
上野南中学校開校による路線追加実　績 路線数 24.0 24.0

達成率 ％ 109.1 100.0

20 遠距離通学者数
目　標 人 500.0 290.0 290.0 290.0 290.0

上野地区の校区の再編後の数実　績 人 294.0 273.0
達成率 ％ 58.8 94.1

15 外部評価の導入校
目　標 学校数 36.0 36.0 35.0 32.0 32.0

全小中学校で実施実　績 学校数 36.0 36.0
達成率 ％ 100.0 100.0

16 学校安全サポーター
目　標 人 11.0 11.0 10.0 15.0 15.0

必要予測人数実　績 人 11.0 11.0
達成率 ％ 100.0 100.0

17 中学校建設数
目　標 学校数 2.0 2.0 0.0 2.0 2.0

城東中、上野南中実　績 学校数 1.0 1.0
達成率 ％ 50.0 50.0

18
小・中学校施設の耐震
補強校数

目　標 学校数 13.0 14.0 14.0 14.0
耐震実施済学校数実　績 学校数 10.0 13.0

達成率 ％ #DIV/0! 100.0

21
伊賀市意育教育特区
校生徒数

目　標 人 660.0 582.0 800.0 660.0 660.0
学則による収容定員実　績 人 546.0 773.0

達成率 ％ 82.7 132.8

22 奨学金支給者数
目　標 人 150.0 109.0 110.0 110.0 110.0

奨学金は増加傾向（景気動向）、同和奨学金は
減少傾向（生徒数減）で設定

実　績 人 113.0 107.0
達成率 ％ 75.3 98.2

目　標
実　績
達成率 ％ #DIV/0! #DIV/0!
目　標
実　績
達成率 ％ #DIV/0! #DIV/0!

目　標
実　績
達成率 ％ #DIV/0! #DIV/0!
目　標
実　績
達成率 ％ #DIV/0! #DIV/0!
目　標
実　績
達成率 ％ #DIV/0! #DIV/0!
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⑥　基本施策構成事務事業の評価（続紙）

40

事 業 費 小 計 111,090 252,768 2,515,550

39

38

37

36

35

34

33

32

31

30

29

28

27

26

25

24

23

22

21

20

0 9,720 42,40019 2427 (仮称)上野北部小学校建設事業 有
教育委員会
教育総務課

0 32,186 326,577 118 2426 上野西小学校校舎増築事業 有
教育委員会
教育総務課

6,143 6,240 6,24017 781 中学校クラブ遠征参加経費 有
教育総務課

1

16 769 河合小学校建設事業 有 7,455 89,046 1,403,984 2

有 8,838 27,303 660,20015 764
(仮称)上野西部地区小学校大規模改
造事業

教育委員会
教育総務課

1,584 1,911 1,911

14

749 開かれた学校推進事業 有
教育委員会
学校教育課

13
教育委員会
学校教育課
教育委員会

53,174 60,695 60,695 6748 特別支援教育充実事業 有
教育委員会
学校教育課

5,940 7

12

751 教職員研究研修経費 無 27,908 19,727 7,603

基本施策
貢献順位担 当 課 Ｉ Ｄ 事 業 名 H23　決算額 H24　予算額 H25　所要額

基 本 施 策 を 構 成 す る 事 務 事 業 名 改善余地
の有無

事 業 費 （ 人 件 費 込 、 単 位 ： 千 円 ）

31

有 5,988

平成 24 基本施策番号

11

750 生徒指導推進事業 5,940

学校教育課

教育委員会
教育総務課
教育委員会


